
うち基金 その他

1 介護人材確保連携強化事業

より実効性のある介護人材確保対策を講じるため、関係
団体等と施策の検討や意見交換を実施するとともに、各
種施策、事業等の情報発信や普及啓発を効果的に行う
ポータルサイトを運営することで、介護人材の確保を図
る。

県
①協議会開催　1回
②作業部会開催 3回

765 765

2
「みやざき・ひなたの介護」情報
発信事業

介護人材の確保・定着を図るため、将来の担い手となる
若者（小中学生・高校生・大学生・就活中の者等）をはじ
め、県民に幅広く介護の魅力を発信することにより、介護
に対するイメージアップを図る。

県(民間委託) 介護分野への入職者数の増加 24,500 24,500

3 介護に関する入門的研修事業

介護に関する基本的な知識や介護の業務に携わる上で
知っておくべき基本的な技術を学ぶことができる「入門的
研修」を実施し、介護分野への参入のきっかけを作るとと
もに、介護の業務に携わる上での不安を払拭することによ
り、多様な人材の参入を促進する。

県(民間委託)
研修後、介護の仕事に従事したいと思った者
の割合の増

6,055 6,055

4
福祉人材センター運営事業（福
祉人材確保重点事業）

求職者等を対象に、県内求人事業所とのマッチングの促
進を図るため、福祉の仕事就職促進イベントを開催すると
ともに、無料職業紹介の土曜日開所を実施する。

県(県社協に委託)

①福祉の仕事就職促進イベント（複数回実
施）
　 参加者計 190名、参加法人計120法人
②無料職業紹介事業開設日拡充
   土曜日来所者数 20名

3,770 3,770

5
福祉人材センター運営事業（離
職介護福祉士等届出事業）

離職した介護福祉士等の情報を把握し、求人や研修の情
報提供など効果的な復職支援を行い、介護福祉士等の再
就業を促進する。

県(県社協に委託) 届出登録者数 130名 1,999 1,999

6
社会福祉研修センター運営事
業（キャリアパス支援事業）

介護職員等を対象に、自らキャリアパスを描き、その段階
に応じて求められる能力を習得させるための研修を実施
する。

県(県社協に委託)

①初任者コース受講者 240名
②中堅職員コース受講者 240名
③チームリーダーコース 200名
④管理職員コース 40名

4,434 4,434

7
社会福祉研修センター運営事
業（ＯＪＴスキル研修）

介護事業所等の中堅職員やチームリーダーを対象に、Ｏ
ＪＴスキルを学び、マネジメント能力やコーチングスキルを
身につけるための研修を実施する。

県(県社協に委託)
①OJTスキル基礎研修受講者 50名
②OJTスキル実践研修受講者 30名

834 834

8
介護職員スキルアップ支援事
業

介護現場のニーズに応えられる質の高い介護職員の育
成を図るため、介護に必要な基礎的技術や医療的ケアの
習得、高齢者の自立支援につながる介護の在り方を学ぶ
研修を実施する。

県(県介護福祉士
会に委託)

①出前講座 20回
②出前講座以外の各研修の参加率　80％

7,722 7,722

9 喀痰吸引等指導者養成事業
医療的ケアを必要とする介護需要に対応するため、喀痰
吸引等に係る実地研修の指導者を養成するための講習
を実施する。

県(民間機関に委
託)

①指導者講習受講者 60名 1,277 1,277 0

10
要介護者ケアプラン適正化支
援事業

介護支援専門員の医療職等の多職種との連携・協働を支
援するとともに市町村のケアプラン点検を支援することで
高齢者の自立支援に繋がる適切なサービスの提供及び
介護給付費の適正化を図る。

県(県介護支援専
門員協会に委託)

研修受講者数 400名 3,338 2,243 1,095

11
介護支援専門員スキルアップ
事業

国の新たなガイドラインに沿った研修企画・実施・評価、及
び効率性・実効性の高い研修の実施方策を検討するとと
もに、新任介護支援専門員の実践現場における資質向上
の推進をめざした研修等を検討するため、行政や職能団
体等で構成する「宮崎県介護支援専門員研修向上委員
会」の運営を支援する。

県(県介護支援専
門員協会に委託)

研修向上委員会開催回数 ２回
作業部会開催回数 ５回
新人介護支援専門員研修開催回数　３回

3,865 3,865

12 認知症介護研修事業

　介護実務者や指導的立場にある者への認知症高齢者
介護に関する実践的研修の実施や認知症介護を提供す
る事業所を管理する立場にある者等に対し、適切なサー
ビスの提供に関する知識等に関する研修を実施すること
により、認知症高齢者に対する介護サービスの充実を図
る。
　若年性認知症支援コーディネーターを配置し、相談窓口
を設置することにより、若年性認知症の方や家族の方が
医療・福祉・就労の総合的な支援をワンストップで受けら
れる支援体制を構築する。

県(県介護福祉士
会等に委託)

①認知症対応型事業開設者研修 40名
②認知症対応型サービス事業管理者研修 80
名
③小規模多機能型サービス等計画作成担当
者研修 40名
④認知症介護指導者フォローアップ研修 ３名
⑤認知症介護基礎研修 130名

13,348 2,302 11,046

13
認知症地域支援体制整備事業
（認知症支援体制研修事業）

　介護実務者や指導的立場にある者への認知症高齢者
介護に関する実践的研修の実施や認知症介護を提供す
る事業所を管理する立場にある者等に対し、適切なサー
ビスの提供に関する知識等に関する研修を実施すること
により、認知症高齢者に対する介護サービスの充実を図
る。
　若年性認知症支援コーディネーターを配置し、相談窓口
を設置することにより、若年性認知症の方や家族の方が
医療・福祉・就労の総合的な支援をワンストップで受けら
れる支援体制を構築する。

県(県医師会等に委
託)

①かかりつけ医認知症対応力向上研修 200
名
②医療従事者向け認知症対応力向上研修
200名
③認知症サポート医フォローアップ研修 400
名
④歯科医師認知症対応力向上研修 80名
⑤薬剤師認知症対応力向上研修 100名
⑥看護師認知症対応力向上研修 40名
⑦みやざきオレンジドクター普及啓発事業 50
名

6,682 6,682

14
認知症地域支援体制整備事業
（市町村認知症施策推進支援
事業）

　認知症の専門的知識を有するアドバイザーを市町村に
派遣し、施策推進の伴走支援を行う。
　認知症希望大使による講演会・ピアサポートの実施によ
り、市町村の認知症の当事者の視点を踏まえた施策推進
を支援する。

県
①認知症施策推進アドバイザー派遣 5回
②ピアサポートの実施回数 6回

1,183 1,183

15 成年後見制度利用促進事業

成年後見制度の担い手を育成することにより、市町村が
行う法人後見の活動を支援すると（委託）とともに、市町
村、社会福祉法人等が行う広域的な法人後見受任体制
整備、普及啓発活動に対し補助する（県単補助）。

県(一部県社協に委
託)、市町村等

①市民後見人養成研修修了者数 20名
②法人後見支援員フォローアップ研修受講者
数 80名
③法人後見専門員研修受講者数 80名
④意思決定支援研修受講者数50名
⑤広域的な法人後見受任体制整備に向けた
研修、検討会等の実施地区 ５地区

9,644 9,644

16
みやざきの福祉を支える、ひな
たの人材確保推進事業（福祉
の仕事キャリア教育連携事業）

福祉関係者と連携し、小学生から高校生まで各世代に応
じた出前講座や事業所見学会等を実施し、福祉の仕事に
対する理解促進を図る。

県(県社協に委託)
「福祉の仕事」出前講座等
実施回数：30回、受講生徒数：2,400名

7,600 7,600

令和８年度 地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分）事業
番
号

事業名 事業概要 事業主体 事業の目標
R8

事業費
（千円）
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うち基金 その他

令和８年度 地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分）事業
番
号

事業名 事業概要 事業主体 事業の目標
R8

事業費
（千円）

17
介護福祉士をめざす外国人留
学生の受入支援事業（奨学金
等支援事業）

介護施設等が外国人留学生に対して支援する奨学金等
に係る費用の一部を助成する。

介護サービス事業
者

介護福祉士養成施設の外国人留学生数の増 7,190 7,190

18
元気に活躍する明るい長寿社
会づくり支援事業（介護の担い
手体験事業）

元気な高齢者に介護の担い手として活躍してもらうため、
介護施設における就労体験を実施し、就労意欲のある高
齢者に福祉人材センター等に登録してもらい、その後の
就労の有無を追跡する。

県社会福祉協議会 就労体験参加者数 50名 2,231 2,231

19
介護生産性向上総合事業
（介護現場革新会議・介護生
産性向上総合相談センター）

介護事業者からの生産性向上に関する相談を総合
的に受け付けるワンストップ窓口を設置するととも
に、介護ロボットの展示・貸出、伴走支援・有識者派
遣による課題解決や、関係機関との連携により支援
等を行う。

県、一部民間企
業等に委託

介護保険施設の介護ロボット又はICT導
入率の増加
（R5年度時点 80.6％、R8までに100%）

26,100 26,100

20
介護生産性向上総合事業
（認証評価制度）

介護業界のイメージアップや求職者の職場選びの一
助となるよう、介護職員の人材育成や職場環境等の
改善につながる介護事業者の取組について基準に
基づく評価を行い、一定の水準を満たした事業者に
対して認証を付与する。

県、一部民間企
業等に委託

令和8年度までに100事業所 5,370 5,370

21
外国人介護人材確保対策事
業

外国人材を受け入れる介護事業所に必要な機材の
購入や研修の実施に要する経費、住居確保に要す
る経費等への補助を行うことで外国人材の定着を支
援し、より多くの介護人材確保を図る。

介護サービス事
業者

年間の外国人介護人材の増加数の増 8,200 8,200

22
介護福祉士養成施設支援事
業

介護人材を安定して確保していくために、将来の介
護現場を担う若い介護職員を育成・確保することが
必要であることから、県内就職率が極めて高い介護
福祉士養成施設のPRに係る経費を助成する。

介護福祉士養成
施設

令和８年度入学者の増加 2,500 2,500

23
介護の職場環境改善促進・
職場リーダー育成事業

介護人材の離職防止・定着促進と介護業界への新
規就労の促進を図るため、介護事業者に向けて職場
環境の改善（働きやすい・働きがいのある職場づく
り）に関する講演会・研修を実施する。

県(民間委託)

①介護職員離職率
　　12.2％（全国数値13.1％)→12％
②職場リーダー育成数540名(3年間)
③介護事業所の経営者・管理者の資質
向上、職場環境改善の意識醸成

4,464 4,464

24

介護人材確保対策市町村支
援事業（市区町村介護人材
確保プラットホーム構築事
業）

市町村が行う介護従事者の確保・定着へ向けた総合
的な取組を推進するため、関係機関・団体との連携
を図り、施策の検討、推進及び評価等を行うための
協議会の設置等のための経費に対して、その費用の
一部を助成する。

市町村 県内介護サービス従事者数の増 400 400

25
介護人材確保対策市町村支
援事業（地域における介護
のしごと魅力発信事業）

「介護の３つの魅力（「楽しさ」、「広さ」、「深さ」）」につ
いて、介護業界や地域住民・地域のコミュニティから
の情報を、市町村が支援・コーディネ－トし、学生の
将来の職業選択に大きな影響を及ぼす進路指導担
当者や保護者も含めた、多様な年齢層に向け発信
するための図書やパンフレット等の情報発信ツール
の購入・配布等にかかる経費や地域の教育資源等
を活用した地域住民に対する基礎的な介護技術の
講習会等の実施のための経費に対し助成する。

市町村 県内介護職員数の増 150 150

26

介護人材確保対策市町村支
援事業（介護人材確保のた
めのボランティアポイント活
用推進事業）

若者層、中年齢層、子育てを終えた層、高齢者層な
ど各層の者が、介護分野への研修参加及び介護の
周辺業務等へのボランティア活動を行うことに対し
て、市町村がポイントを付与することにより介護分野
での社会参加・就労的活動を推進するための経費に
対して助成する。

市町村 県内介護職員数の増 110 110

27
介護人材確保対策市町村支
援事業（介護未経験者に対
する研修支援事業）

介護業界への参入を希望する多様な人材や初任段
階における介護職員が、チームケアの一員として質
の高い介護サービス提供の担い手たり得るよう、介
護職員初任者研修等の基本的な知識・技術を習得
するための研修や介護福祉士養成施設における介
護福祉士資格取得を目指すための学習、介護福祉
士資格取得に係る実務者研修等に要する経費への
助成（他制度において支援を受けている者は除く。)
を実施する市町村への補助を行う。

市町村 県内介護職員数の増 6,350 6,350

28

介護人材確保対策市町村支
援事業（介護事業所でのイン
ターンシップ・職場体験の導
入促進）

市町村が行う、高校生や大学生等の介護事業所へ
のインターンシップの実施に係る経費や小中学生等
の夏休み等を活用した職場体験の実施に係る経費
に対し助成する。

市町村 県内介護職員数の増 59 59

29

介護人材確保対策市町村支
援事業（離島・中山間地域等
における介護人材確保支援
事業）

市町村が人口減少や高齢化が 急速に進んでいる離
島や中山間地域等における介護人材の確保に向け
た取組を支援するため、①地域外からの就職の促進
（赴任旅費、引越等に係る費用の助成）、地域外での
採用活動の支援や先進自治体等からのアドバイ
ザーの招へい、②介護従事者の資質向上の推進、
③高齢者の移動を支援する担い手の確保を行うた
めに必要な経費に対して助成する。

市町村 県内介護職員数の増 800 800
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令和８年度 地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分）事業
番
号

事業名 事業概要 事業主体 事業の目標
R8

事業費
（千円）

30
介護人材確保対策市町村支
援事業（介護支援専門員等
研修支援事業）

自立支援に資するサービス提供を行うためのケアプ
ランの作成業務を担う介護支援専門員を対象とした
法定研修に要する経費に対し市町村が助成（他制度
において支援を受けている者は除く。) することを支
援する。

市町村 県内介護職員数の増 8,200 8,200

31
離職介護福祉士等再就業促
進事業

離職中の介護福祉士等に対し、介護に関する専門
的な知識や技術を再習得できる研修を実施する。

県(県介護福祉士
会に委託)

県内介護職員数の増 2,208 2,208

32
認知症疾患医療センター体制
整備事業

認知症の早期発見・診断につなげるため、認知症医療に
関する研修等を実施する。また、認知症医療に関する正し
い知識の普及啓発を行うため、広報物（パネル、ポス
ター、リーフレット等）を作成する。

センター指定医療
機関、県

認知症専門医療機関の鑑別件数の増加 18,408 1,514 16,894

33
生活支援・介護予防の取組
強化支援事業

生活支援の体制整備を効果的・効率的に実施できる
よう、広域的な観点から市町村を支援し、地域包括
ケアシステムの更なる深化・推進を図ることを目的と
して、生活支援共創プラットフォームを構築する。

県(民間委託)
自治体職員及び生活支援コーディネー
ター向けの研修会参加者数の増

9,626 3,626 6,000

34
外国人介護人材定着支援事
業

　外国人介護人材の就労・定着促進を図るため、介
護技能向上及び日常生活で必要となる日本語等に
関する研修を行う。

県(民間委託) 在留資格「介護」取得者数の増 3,323 3,323

35
認知症地域支援体制整備事業
（認知症支援体制研修事業のう
ちチームオレンジに関すること）

①オレンジチューターの養成
②チームオレンジコーディネーター研修の実施

県(県介護福祉士
会に委託)

①オレンジチューター研修への派遣　３名
②チームオレンジコーディネーター研修　50名

849 849

36
介護支援専門員法定研修e-
ラーニング支援事業

介護支援専門員の研修実施機関である介護支援専
門員協会に対して、介護支援専門員法定研修に係る
e-ラーニング費用の助成を行う。

県介護支援専門
員協会

更新研修及び主任更新研修の修了者の
割合の増加、介護支援専門員証の有効
期間内にある者の増加

1,536 1,536

37
外国人介護人材マッチング
支援事業

海外現地において、宮崎県で介護職として働く魅力
をＰＲするとともに、外国人材と県内介護事業所との
マッチング支援を行う。

県（民間委託） 外国人材受入事業所数の増 12,933 12,933

38
介護福祉士等養成・確保特
別対策事業

福祉系高校の学生や他業種から介護職へ転職する
人を対象とした返済免除付き貸付事業を実施する。

県社会福祉協議
会

※事業費積算根拠
①福祉系高校修学資金貸付　140名（各
学年の在籍人数の平均）×３学年
②介護職就職支援金貸付（介護分野）
15名（令和元年度に福祉人材センターを
通して就職した者の数162名のうち約１
割）

39

訪問介護等サービス提供体
制確保支援事業（人材確保
体制構築支援事業のうち、カ
スタマーハラスメント対策に
かかる事業）

訪問介護等サービス事業者が行う人材確保に向け
た体制構築のほか、経営改善に向けた取り組みや、
カスタマーハラスメント対策にかかる取組へ支援をす
る。

介護サービス事
業者

県内訪問介護事業所の年間廃止事業数
19事業所(Ｒ５)⇒9事業所（Ｒ９）

420 420

218,443 183,408 35,035

（参考）基金事業以外の介護人材関係事業

1
介護職員処遇改善特別支援
事業

介護職員等処遇改善加算について、新規取得や上
位区分の算定を促進するため、事業者への研修会
の開催や個別訪問を実施する。

県
介護職員等処遇改善加算の取得率の増
加

16,571 － 16,571

2
介護テクノロジー導入支援
事業

介護施設等において、介護職員の負担軽減や業務
効率化など働きやすい職場環境を整備し、介護人材
の確保及び定着を図るため、介護ロボットや介護ソフ
ト等の導入を支援する。

介護サービス事
業者

介護保険施設における何らかの介護ロ
ボット導入率　令和９年度までに１００％

333,300 - 333,300

計

R３予算を活用して事
業実施
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